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最近の総代理店・並行輸入品の実態に関する意見 

 意見の内容 

  

 

・最近は，有名ブランドでは為替変動等に合わせた価格改定等を行い内外価格差を

是正しているところが多い。ブランド品の日本市場全体が低迷している中で，日本

でだけ高い価格を付けて販売し利益を得るというようなことができる状況ではな

くなっている。 

一部，例えば，販売拠点を集中させて効率を上げたり,商品のコントロールをし

やすくするため，日本国内での販売価格を近隣他国の販売価格より高く設定して

他国での販売に集中させる戦略で内外価格差をつけているブランドもある。（海外

ブランド関係団体） 

 

・有名ブランドの商品については内外価格差が減ってきているように思う。もとも

と内外価格差はブランドの販売戦略によって生じるものなので，それが変わって

きたということだろう。一方で新興ブランドについては，高く売れるところでは高

く売るといった発想やブランドイメージを構築するために価格を高く設定すると

いう戦略から，日本で高価格販売をするところがある。 

全体的に，取引がボーダーレスになり内外価格差が付けられなくなってきたと

いう事情もあると思う。（並行輸入業者団体） 

 

・現在では有名ブランドはほとんどが日本法人（子会社）を作り，海外の本社から

同法人が仕入れて販売するという方法をとっており，一方，新興ブランドは日本法

人を作る十分な資金がないために総代理店による流通経路を選択する傾向があ

る。総代理店となる事業者としては，昔からの総合商社と，非常に小規模な商社と

がある。また，情報通信技術の発展等に伴い,従来総代理店による販売をしていた

ブランドも自社の日本法人による流通に移行してきている。（海外ブランド関係団

体） 

 

・海外ブランド元が商品を日本で販売する際，最近では日本法人（子会社）を作る

ブランドも増えてきているがコストがかかるので，日本法人にシフトするトップ

ブランド等と小規模な輸入総代理店を用いる新興ブランド等に二極化している。

日本における輸入ブランド商品の多様化に伴い，これら小規模なものを含めた輸

入総代理店の数自体は非常に増えている。（並行輸入業者団体） 

 

・海外ブランドのうち，特にスイス等の主要な高級腕時計は，以前は輸入総代理店

制であったが，現在は日本法人を設立して販売している。他方，今でも輸入総代理

店制をとっている海外ブランドもある。（時計メーカー） 
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・10～15 年前までは総代理店も多かったが，現在では総代理店という言葉をあま

り聞かなくなっている。自動車や電気製品などでも，海外企業は総代理店よりもコ

ントロールしやすい子会社を設立することが最近では多く，ガイドライン制定当

時に比べて流通取引全体の中で総代理店の位置づけが変わってきている。一般論

として，ごくニッチな商品では今でも総代理店制を採っていることもあるように

思う。（国内ブランド関係団体） 

 

・当社は，1950 年代に海外メーカーから輸入販売権を獲得して以降，日本におい

て同社製品の輸入販売を行ってきたが，1980 年代後半に同社の日本法人が設立さ

れたことにより，日本法人から同社製品を仕入れるよう，海外本社から指示され

た。メーカーが日本法人を設立すると，本国のメーカーの意向により，輸入販売権

を移譲せざるを得ないことが通常である。（自動車販売業者） 

 

・全体として，現在，メーカーが総代理店となることは少ないのではないか。自社

製品と競合関係にある製品を仕入れて販売することはあるが，独占的に仕入れる

ということは余りない。 

 その背景には，外資規制の緩和により日本法人が作りやすくなったこと，情報通

信技術の発展により世界中の情報が得やすくなったことなどがあるのだろうと思

う。また，電気製品分野におけるソフトウェアの日本語化や食品・化学分野におけ

る成分の規制への対応など，日本での販売に際しての現地化作業のノウハウが総

代理店にある場合に総代理店制がとられてきたが，現在では製品規格の標準化が

進み，現地化の必要がなくなってきている。 

例えば，ソフトウェアの販売について，1990 年代終わり頃には，専門知識を要す

る検索サポートなどのサービス提供をするために総代理店を置く意味があった

が，現在ではおおもとの会社が日本に進出してくることが多く，また，直接海外か

ら購入することもできるので，間に総代理店が入る必要はなくなってきている。

（国内ブランド関係団体） 

 

  
 

・海外ブランドのいわゆる正規輸入品を扱っている輸入業者から，並行輸入を扱っ

ている小売業者に対してクレームが来たというケースは，時々耳にする。（新経済

連盟） 
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・平成３年当時からあるトップブランドは流通・取引慣行ガイドラインに則して対

応していることが多いが，それ以降に出てきたブランドとの間では，現在も並行輸

入品の偽物扱いなど争いが生じている。（並行輸入業者団体） 

 

・ブランド日本法人よりも総代理店の方が，シェアを取られるという意識があるた

めか並行輸入業者との争いが熾烈となるケースが多い。（並行輸入業者団体） 

 

・総代理店や日本法人などのブランドホルダーは特に偽造品についての情報を入

手したく，並行輸入業者も偽物を排除したいという点では共通であり協力して取

り組んでいるが，修理とロゴ使用については大きな対立がある。（並行輸入業者団

体） 

 

・最も困っているのは修理の拒否である。修理費に差があるのは仕方がないが，並

行輸入品であることを理由に一律に修理不可とされると，消費者が安心して使用

できない。なお，ブランド日本法人による修理拒否はほとんどなく，総代理店の事

案が多い。（並行輸入業者団体） 

 

・広告の問題も重大である。本物を売っている以上は使用できると思うのだが，権

利者からロゴ使用を禁止される事例は多い。確かに問題のある使い方がされてい

る事例もあるが，並行輸入品だと明記した上でロゴを使用するのは可能なのでは

ないか。（並行輸入業者団体） 

 

・本物であるにもかかわらず，総代理店に「偽造品・並行品に注意」などと並べて

称され，偽物扱いされることも多い。また，権利者から偽物を扱っているとの指摘

があったとしてオンラインプラットフォーム上で販売ができなくなり退店寸前ま

で追い込まれたり，証拠をそろえても総代理店に偽物だと言われたりする事例も

ある。偽物と言われると，抗弁の機会を与えられることなく退店に追い込まれるこ

とが多い。裁判にかかる費用と時間，その間販売できないことを考えると，中小並

行輸入業者は泣き寝入りせざるを得ない。（並行輸入業者団体） 

 

・商品の入手妨害については，現在もシリアルナンバーから仕入ルートを突き止め

て供給を止められることもあり，その場合ブランドに抗議することはあるがあま

り効果がない。（並行輸入業者団体） 

 

・並行輸入品の買占めの事案はない。そもそもチラシ広告自体なくなってきてい

る。（並行輸入業者団体） 
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・総代理店やブランド日本法人からすれば,海外での販売に比べて日本では並行輸

入品があるために思うように商品が売れず,口惜しいという思いは強いだろうが， 

それに対してかつては並行輸入ルートを突き止めて潰すというような対応が取ら

れることも多かったものの，最近では,並行輸入固有の対応ではなく流通ルート全

体の販売戦略を考える方向になってきている。（海外ブランド関係団体） 

 

・並行輸入に関連する大きな問題として偽造品の増加があり,１５年ほど前はそれ

を巡ってブランド元や総代理店と並行輸入業者との間でトラブルも多かったが,

今では並行輸入業者の間でも偽造品に対する意識が向上し,共に偽造品に立ち向

かうという関係にある。（海外ブランド関係団体） 

 

・現在,並行輸入業者と権利者との間で衝突が大きいのは,①並行輸入品の修理拒

否，②商標の使い方である。 

 ①については,権利者としてはフリーライド意識が強く,一方で並行輸入業者と

しては修理は当然受け付けてもらわなければ困るとの意見で,両者の意見対立は

避けようがない。団体としては，流通・取引慣行ガイドラインに基づき一定の場合

を除いて修理を拒否してはならない旨事業者に指導している。 

②については,特にオンラインプラットフォームで商標（ロゴ,商品写真）が使わ

れることで,正規店との誤認やブランド価値の希釈化が生じることを問題視して

いる。ロゴの使用方法について並行輸入業者やプラットフォーム事業者に働きか

けることが，ガイドライン第３部第３(7)記載の広告宣伝妨害にあたる可能性があ

るとなると，権利者としては苦しい。（海外ブランド関係団体） 

 

  

 

・第１部から第３部という全体構造を見直すことも含めて検討すべきである。特

に，第３部については，現在ほとんど活用されていないという意見もある。（第５

回） 

 

・ガイドラインを参照する際は第２部しか見ていない。総代理店の話も今の時代に

余りそぐわないのではないか。第１部と第２部については，統合できるところは統

合していくべきである。（第５回） 
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・流通・取引慣行ガイドラインは並行輸入業にとって背骨ともいうべきものであっ

て，できるだけ変えてもらいたくない。並行輸入業者は流通・取引慣行ガイドライ

ンで一定の指針が示されているから安心して取引ができており，このガイドライ

ンがないと各総代理店がばらばらの対応を取ることになってトラブルの多発が予

想される。特に修理や広告については，明記してもらえるとありがたい。（並行輸

入業者団体） 

 

・海外の偽造品トラブルなどについて聞いていると，日本ではガイドラインがある

ために健全な並行輸入業者が育ったのではないかと思う。並行輸入を認めない取

扱いだと，結局アンダーグラウンドでの取引が横行することになるのではないか。

総代理店などから「並行輸入があるから偽造品が入ってくる」という言い方をされ

ることがあるが，日本ほど健全な市場はないと思う。（並行輸入業者団体） 

 

・第３部に記載されている内容自体については問題があると考えておらず,ガイド

ラインを変えてほしいという意見があるわけではない。あえて言えば，ブランドが

あってはじめて並行輸入ができるのであるから，ブランドを食い潰さないような

視点があればありがたいとは思う。（海外ブランド関係団体） 

 

・過去事例の積み重ねもあり,現在は会員事業者からの並行輸入関係の相談につい

てもガイドラインに沿った内容で指導できており，判断に迷ったり公取委に相談

すること自体は減ってきている。（海外ブランド関係団体） 

 

・並行輸入以外でガイドライン第３部に関係するような事案はない。（海外ブラン

ド関係団体） 

 

・流通取引全体の中で総代理店の位置づけが変わってきており，ガイドライン制定

当時に比べて適用領域が小さくなっているといえる。（国内ブランド関係団体） 
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流通・取引慣行ガイドライン策定以降の第３部関連事例 

 

１ 審判決例 

No 
件  名 

【勧告日（審決日）】 

流取ＧＬ 

該当箇所 
適用法条 概   要 

１ ラジオメータート

レーディング㈱に

対 す る 件 （ 平

5(勧)16） 

【平 5.8.3 

(平 5.9.28)】 

第 3部第 3の 2(2) 

（販売業者に対す

る並行輸入品の取

扱い制限） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

取引先販売業者に対し，並行輸入試薬を取り扱

わないよう要請し，これに応じない場合は同社

の販売する試薬の供給の停止等の対応をする

旨の通知を行っていた。 

２ 星商事㈱に対する

件（平 8(勧)2） 

【平 8.2.29 

(平 8.3.22)】 

第 3部第 3の 2(1) 

（海外の流通ルー

トからの真正商品

の入手の妨害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

同社はヘレンド社製の磁器製食器等の総代理

店であるところ，自己と競争関係にある並行輸

入品を取り扱う輸入販売業者とその取引の相

手方である外国に所在するヘレンド社の総代

理店等との取引を不当に妨害していた。 

３ ㈱松尾楽器商会に

対 す る 件 （ 平

8(勧)12） 

【平 8.4.5 

(平 8.5.8)】 

第 3部第 3の 2(1) 

（海外の流通ルー

トからの真正商品

の入手の妨害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

同社はスタインウェイ・ピアノの総代理店であ

るところ，自己と国内において競争関係にある

並行輸入ピアノを取り扱う輸入販売業者とそ

の取引の相手方である外国に所在するスタイ

ンウェイ・ハンブルク支店の代理店との取引を

不当に妨害していた。 

４ ハーゲンダッツジ

ャパン㈱に対する

件（平 9(勧)4） 

【平 9.3.27 

(平 9.4.25)】 

第 3部第 3の 2(1) 

（海外の流通ルー

トからの真正商品

の入手の妨害） 

第 2部第 1の 2 

（再販売価格の拘

束） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

※再販（第 12 項）違

反も認定 

自己と国内において競争関係にある並行輸入

品を取り扱う輸入販売業者とその取引の相手

方である外国に所在する同製品の販売業者と

の取引を不当に妨害していた。 

また，ハーゲンダッツブランドのアイスクリー

ム製品について，取引先小売業者に対し，自ら

又は取引先卸売業者をして希望小売価格を維

持させる条件をつけて供給していた。 

５ ㈱ホビージャパン

に対する件（平

9(勧)14） 

【平 9.10.22 

(平 9.11.28)】 

第 3部第 3の 2(3) 

（並行輸入品取扱

い業者への販売制

限） 

第 2部第 1の 2 

（再販売価格の拘

束） 

第 2部第 2の 4(4) 

（安売り業者への

販売禁止） 

旧一般指定第 13項 

（拘束条件付取引） 

※再販（第 12 項）違

反も認定 

「マジック：ザ・ギャザリング」と称するトレ

ーディングカードゲーム（以下「マジック」と

いう。）の販売に関し，並行輸入品を販売してい

る小売業者等マジックを安売りするおそれの

ある小売業者にはマジックを販売しないよう

条件を付けて取引先卸売業者と取引し，また，

自ら又は取引先卸売業者を通じて，希望小売価

格を維持させる条件を付けて供給していた。 
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No 
件  名 

【勧告日（審決日）】 

流取ＧＬ 

該当箇所 
適用法条 概   要 

６ ミツワ自動車㈱に

対 す る 件 （ 平

9(判)6） 

【平 9.11.10 

(平 10.6.19)】 

第 3部第 3の 2(1) 

（海外の流通ルー

トからの真正商品

の入手の妨害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

ポルシェ社製の自動車を取り扱う並行輸入業

者と，外国に所在する輸入代理店から供給を受

けてポルシェ車を販売する海外販売業者との

間の取引を不当に妨害していた。 

７ グランドデューク

ス㈱に対する件

（平 10(勧)14） 

【平 10.6.23 

(平 10.7.24)】 

第 3部第 3の 2(1) 

（海外の流通ルー

トからの真正商品

の入手の妨害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

ゼネラルエコロジー社が製造するシーガルフ

ォー・ブランドの据置型浄水器について，並行

輸入業者とその仕入先である海外販売業者と

の取引を不当に妨害していた。 

 

 

２ 警告事案 

No 
件名 

【警告日】 

流取ＧＬ 

該当箇所 
適用法条 概   要 

１ ㈱銀座銃砲店に対

する件 

（平 3(査)3） 

【平 3.6.6】 

第3部第3の2(1) 

（海外の流通ル

ートからの真正

商品の入手の妨

害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

ファインベルクバウ社製の競技用エア・ライフ

ルの並行輸入に関し，並行輸入業者とドイツ連

邦共和国所在の現地問屋との取引に不当に介

入し，当該製品を並行輸入している事業者とそ

の取引相手方との取引を不当に妨害していた。 

２ ㈱レイズに対する

件（平 8(査)3） 

【平 8.8.9】 

第3部第3の2(1) 

（海外の流通ル

ートからの真正

商品の入手の妨

害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

同社はベータ社製トライアルバイクの総代理

店であるところ，同製品の並行輸入を行ってい

る輸入販売業者とその取引の相手方である外

国に所在する同製品の取扱業者との取引を不

当に妨害していた。 

３ ㈱ホビージャパン

に対する件（平

8(査)21） 

【平 9.10.22】 

第3部第3の2(1) 

（海外の流通ル

ートからの真正

商品の入手の妨

害） 

旧一般指定第 15項 

（競争者に対する

取引妨害） 

「マジック：ザ・ギャザリング」と称するトレ

ーディングカードゲームの販売に関し，並行輸

入業者とその仕入先である外国に所在する「マ

ジック：ザ・ギャザリング」の販売業者との取

引を不当に妨害していた。 

 



1 

総代理店・並行輸入品に関連する相談事例 

                                                   
1 並行輸入は, (1) 並行輸入品に付された商標が，適法に付されたものであること,(2) 並行輸入品に付された商標に係る商標権者
（外国における商標権者）と我が国における商標権者が同一又は法律的・経済的に同一人と同視し得る関係にあること,(3) 我が国に

おける商標権者が直接的・間接的に並行輸入品の品質管理を行い得る立場にあり，並行輸入品と我が国の商標権者が登録商標を付し

た商品で品質に実質的な差異がないことの３つの要件を満たす場合には，いわゆる真正商品の並行輸入として，商標権侵害としての

実質的違法性を欠くとされている（フレッドペリー判決（平成 15年２月 27日第一小法廷判決・民集 57巻２号 125 頁））。本件では,

このうちの(2) 同一人性の要件を満たさない蓋然性が高いと考えられることから,「商標権を侵害するという考え方には一応の根拠が
ある」とされたもの。 
2 平成３年７月から平成７年 3月までに寄せられた相談に基づいて作成されたもの。 

No 
内容 

【行為類型】 
概要 独占禁止法上の考え方 出典 

１ スポーツウェアに係

る商標権者による輸

入品が商標権侵害で

ある旨指摘する文書

の送付 

【並行輸入の不当阻

害】 

スポーツウェアに係る我が国におけ

る商標権者が，並行輸入品が真正商

品ではないとする一応の根拠がある

状況の下で，当該並行輸入品を商標

権侵害として訴訟を提起する旨の文

書を流通業者に送付することは，並

行輸入品の不当な妨害には当たらな

いと回答した事例 

本件は，スポーツウェアに係るＡ商標

の我が国における商標権者（Ｘ社）が，

東南アジア及び中国においてＡ商標の

利用許諾を受けているメーカー（Ｙ社）

の製品を取り扱っている流通業者に対

して，Ｙ社製品を輸入・販売することが

我が国における商標権を侵害するもの

であるとのＸ社の考え方及びいずれ民

事訴訟等を提起することを考慮してい

る旨を伝える文書を送付するものであ

るが，Ｘ社とＹ社の間に直接的にも間

接的にも法律上・経済上・資本上の関係

が一切ないこと等の下では，Ｙ社製品

の輸入・販売がＸ社の商標権を侵害す

るという考え方には一応の根拠がある1

と考えられることから，独占禁止法上

問題となるものではない。 

不公正な取引

方法に関する

相談事例集 2

（事例 10） 

２ 医療機器の輸入総代

理店による並行輸入

された消耗品使用時

には本体装置の性能

を補償しない旨の文

書の作成等 

【並行輸入の不当阻

害】 

医療機器及び同機器で使用する消耗

品の輸入総代理店が，正規輸入品で

あることを強調する表示をすること

等が並行輸入品の販売妨害効果を生

じるとして並行輸入品の取引妨害に

該当すると回答した事例 

本件は，医療機器及び同機器で使用す

る消耗品の輸入総代理店（Ｘ社）が，①

自社の販売する消耗品に「Ｘ社検査済

み」シールを貼付する，②自社の販売す

る消耗品に「この消耗品はＸ社の品質

管理試験を通ったものであることを照

明します。Ｘ社の品質管理試験を経な

い製品によるデータや機器の責任は負

いかねますのでご留意願います。」とい

うシールを貼付するものであるが，品

質検査や品質管理試験は，当然，消耗品

を製造するメーカー自身も既に行って

おり，Ｘ社による検査は抜取り検査程

不公正な取引

方法に関する

相談事例集

（事例 11） 

別紙２－２ 



2 

度にとどまることから，Ｘ社が独自の

品質管理等を行っているかのような印

象を与える表示を行うことは，ユーザ

ーに対して，並行輸入品は品質保証が

なされていない旨の誤解を生ぜしめる

おそれがある。また，並行輸入品に生じ

た欠陥が原因で本体装置に異常が生じ

た場合にはＸ社が責任を負うものでは

ないことから，Ｘ社によるシール貼付

には，正当な理由があるとはいえず，む

しろ並行輸入品の取引を妨害する手段

として用いられるおそれも否定できな

い。 

したがって，上記①及び②のシール貼

付は，並行輸入品を偽物扱いすること

と同様，取引妨害効果を生じると考え

られ，また，並行輸入品の取引を妨害す

る手段として行われる可能性もあるた

め，独占禁止法上問題となる。 

３ 機械装置の輸入総代

理店による並行輸入

品の修理等の拒否 

【並行輸入品の修理

等の拒否】 

機械装置の輸入総代理店が，並行輸

入品や中古品販売業者が販売した中

古品の修理等について，自社の顧客

を優先して取り扱うことは直ちに独

占禁止法上問題となるものではない

と回答した事例 

本件は，並行輸入業者や中古品販売業

者に修理等を行うことができない特段

の事情は認められず，また，並行輸入

品の供給量増加に伴い輸入総代理店の

物的・人的リソースの制約から全ての

修理等に対応することが困難な場合に

自社の販売先を優先して取り扱うもの

であり，合理的な理由が認められるこ

とから，直ちに独占禁止法上問題とな

るものではない。 

平成 17 年度

相談事例集

（事例５） 

４ 機器の輸入総代理店

による自社輸入品と

並行輸入品との点検

料金の差別化 

【並行輸入品の修理

等の拒否】 

機器の輸入総代理店が，点検料金に

ついて，自社輸入品を並行輸入品よ

り有利な条件とすることは，並行輸

入品の実質的な修理拒否と認められ

ない場合には，直ちに独占禁止法上

問題となるものではないと回答した

事例 

本件は，並行輸入品の修理・点検依頼

が増加し，これに係る輸入総代理店（Ｘ

社）の人件費等のコストが増加してい

ることから，α年に１回の頻度で行う

ことが推奨されている分解点検の基本

料金について，新規に自社輸入品を購

入したユーザーに対してのみ一定割合

を割り引くものであるが，①故障修理

についてはＸ社輸入品と並行輸入品で

料金に差を設けないこと，②分解点検

の実施は推奨にすぎず，これを行わな

平成 19 年度

相談事例集

（事例１） 
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かったとしても，本件対象機器の使用

ができなくなるものではないこと，③

分解点検の頻度はα年に１回であり，

これに係る基本料金を一定程度割り引

いたとしても，Ｘ社輸入品と並行輸入

品との本体の価格差（２割程度）には

満たないことから，実質的に修理拒否

と同様の効果を有するとは認められな

いため，直ちに独占禁止法上問題とな

るものではない。 

５ 繊維メーカー間の総

代理店契約 

【競争者間の総代理

店契約】 

国内の繊維メーカーが外国の繊維メ

ーカーの国内における総代理店とな

ることは独占禁止法上問題となるも

のではないとした事例 

本件は，共に繊維Ａを製造する国内メ

ーカー（Ｘ社）が，外国メーカー（Ｙ社）

の国内における総代理店となるもので

あるが，Ｘ社の製造する繊維Ａが全て

高品質・高価格（Ｙ社が製造する後述

の繊維Ａ２の 10 倍の価格で販売され

る。）の繊維Ａ１であり，Ｙ社の製造す

る繊維Ａが全て低価格の繊維Ａ２であ

り，Ｙ社が我が国において十分な販路・

販売ノウハウを有していないことを踏

まえると，①繊維Ａ１と繊維Ａ２との

間に代替関係はなく，Ｘ社とＹ社は競

合関係にないこと，②Ｙ社の参入によ

って，今後需要の拡大が見込まれる我

が国の繊維Ａ２の販売市場における競

争が活発になると考えられることか

ら，独占禁止法上問題となるものでは

ない。 

平成 22 年度

相談事例集

（事例２） 



 



流通・取引慣行ガイドライン第３部策定の背景等について 

 

  

流通・取引慣行ガイドライン策定当時，内外価格差の一形態として，いわゆる欧米

ブランド品を中心に，輸入品の国内価格が海外市場における価格に比べて著しく高い

という問題が大きく取り上げられており，各省庁の内外価格差の実態調査においても，

商品ないしブランドによっては輸入品の国内価格が海外市場の価格の２～３倍とな

っているものもみられた。このような欧米ブランド品は，輸入総代理店が取り扱って

いることが多いため，輸入総代理店制に問題があるのではないかとの指摘があった。 

 

そこで,「流通・取引慣行と競争政策に関する検討委員会」（平成元年９月設置。以

下「検討委員会」という。）において，特に内外価格差との関連で輸入総代理店契約を

巡る独占禁止法の諸問題について検討を行ってきた。 

その後，検討委員会は，平成２年６月に「流通・取引慣行とこれからの競争政策」

（以下「報告書」という。）を取りまとめ，公正取引委員会に提出した。 

 

報告書においては，輸入総代理店に関し，①内外価格差という新しい視点を取り入

れて,考え方をより明確化したガイドラインを作成すべき，②ガイドライン作成を契

機として，輸入総代理店の競争制限行為に対する独占禁止法の厳正な運用を図るべき

との提言がなされた。 

【ガイドラインの作成に当たっての視点】 

ア 競争者間の輸入総代理店契約の見直し（シェア又は順位に応じて問題となり得

る場合を細かく示すべき等） 

イ 外国メーカーや輸入総代理店による国内での高価格販売問題点に係る対応（欧

米ブランド品における輸入総代理店の地位等を考えると単に希望小売価格どお

りに販売するよう要請する場合でも，拘束性が問題となり得ることなどについて

の考え方を明確化すべき） 

ウ 最近の並行輸入阻害行為の複雑・巧妙化への有効な対応（これまでのガイドラ

インで必ずしも明確になっていないいくつかの行為〔製造番号や密番を利用して

輸入総代理店が並行輸入ルートを突き止め，外国メーカーに通報することによっ

て，以後並行輸入業者への供給を停止させる行為等〕について明確化すべき） 

 

流通・取引慣行ガイドライン第３部は，上記の提言を踏まえ，総代理店契約という

取引形態に着目して，不公正な取引方法に関する規制の観点から，独占禁止法上の考

え方を明らかにしたものである。 
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【参考２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


